
吉野川市ブランド認証事業所支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、本市のブランド認証事業所の生産及び販売の意欲の向上並びに販路の拡大を図るため

に必要な経費に対し、予算の範囲内において吉野川市ブランド認証事業所支援事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付することについて定めるものとし、この告示に定めるもののほか必要な事項については、

吉野川市補助金交付規則（平成１６年吉野川市規則第４５号）に定めるところによる。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１) ブランド認証事業所 ブランド認証商品の製造又は生産を行う事業所をいう。

(２) ブランド認証商品 吉野川市ブランド認証委員会において認証を受けた商品をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、ブランド認証事業所であって、市税等を滞納していない

ものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、国、他の地方公共団体その他の公的機関から他の補助制度による補助がある

場合は、この告示による補助の対象としない。

（補助対象経費及び補助金の額）

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、次のとおり

とする。この場合において、当該補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

るものとする。

備考

１ この表の１の項から３の項までの左欄に掲げる区分における補助金の交付は、一の補助対象者につ

き、その区分ごとにそれぞれ１回に限るものとする。

区分 補助対象経費 補助金の額

１ ブランド認証事業所の

施設整備費

工事費（補助金の交付の申請を行う日の

属する年度内に完了できるものに限

る。）、設備購入費、資材購入費等

補助対象経費に２分の１を乗じ

て得た額とし、１０万円を限度

とする。

２ ブランド認証商品の市

場調査及びマーケティン

グ調査費

印刷製本費、手数料、委託料等

３ ブランド認証商品のパ

ッケージデザイン費及び

ブランドデザイン費

謝金、消耗品費、印刷製本費、手数料、

委託料等

４ ブランド認証商品の販

路拡大費及び販売促進活

動費

宿泊費、交通費、商品搬送費並びに参加

負担金及び出店料（光熱水費及び備品使

用料を含む。）



２ この表の１の項の中欄に掲げる補助対象経費における工事費は、市内に主たる事業所を有する者に

対して発注するものに限る。ただし、市長が特に認める場合は、この限りでない。

３ この表の４の項に掲げる補助対象経費は、市外での活動に要する経費に限る。

４ この表の４の項の中欄に掲げる補助対象経費における宿泊費は、１泊につき１万円（２人以上参加

する場合にあっては、２万円）を限度とし、飲食代金を除くものとする。

５ この表の４の項の中欄に掲げる補助対象経費における交通費については、公共交通機関を利用する

場合にあっては、当該公共交通機関の利用に係る運賃等（２人以上が参加する場合にあっては、２

人分の運賃等）とし、自家用車を利用する場合にあっては、路程１キロメートルごとに１５円を乗

じて得た額及び高速道路料金の実費額とする。

（交付の申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、あらかじめ補助金交付申請

書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。

（実績報告等）

第６条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その完了の日から起算して３０日以内に、補助事業実

績報告書（様式第２号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。

(１) 補助金の交付の対象となる経費に係る領収書の写し

(２) 事業の実施状況を記録した写真

(３) その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の実績報告の後において、補助金の交付による効果等について補助事業者に報告を求める

ことができる。

（補助金の経理）

第７条 補助事業者は、当該補助に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び当該収入及び支出についての

証拠書類を、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から５年間保管しておかなければならない。

（補則）

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この告示は、平成２７年３月２０日から施行する。

附 則（令和６年４月１日告示第６０号）

（施行期日）

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の吉野川市ブランド認証事業所支援事業補助金交付要綱の規定は、令和６年４月１日以後にこの

告示による改正後の第５条の規定による申請のあったものから適用し、同日前にこの告示による改正前の

第６条の規定による申請のあったものについては、なお従前の例による。


